
 

 
■実 施 日 令和 ７年 １１月 ５日（水） 

        １０：００ 地震発生 

        １０：０３ 大津波警報発表 
（訓練用のエリアメール／緊急速報メールを発信） 

 

■訓練想定 
南海トラフ巨大地震 

 

■訓練目的 
府民一人ひとりが、様々な情報源から地震・津波発生情報を入手し、地震・津波発

生時に自らの命を守る行動に繋がるよう、防災意識の向上を図る。 
 

■訓練方針 『一人ひとりの防災意識をオール大阪へ』 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

・ 子どもに対する防災教育の充実 

関係機関と連携して児童・生徒への訓練参加を促進し、防災訓練を通じて平素

からの備えや身を守る行動を身に付けることで、防災教育の充実を図る。 

・ 大阪防災アプリ等、多様な情報発信ツールを活用した多言語による情報発信 

災害発生時に適切な避難行動を支援する大阪防災アプリ等（メール、SNS、ア

プリ等）を活用し、多言語による訓練情報を発信することで、府民への新たな防

災情報伝達ツールとして定着化を図る。 
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